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報告第１号 

専決処分の承認について（令和５年度大和市一般会計補正予算（第８号）） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別記のとおり

専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

  令和６年２月２６日提出 

                          大和市長 古谷田  力   

－1－



 

 

専  決  処  分  書 

次に掲げる予算について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項

の規定により、議会の議決すべき事件について特に緊急を要するため議会を招集する時

間的余裕がないことが明らかであると認め、次のとおり専決処分する。 

令和５年度大和市一般会計補正予算（第８号）（別紙） 

 

 

理由 

国の「デフレ完全脱却のための総合経済対策」に基づく住民税非課税世帯等に対する給

付金を支給するため、予算を早急に補正する必要による。 

  令和６年１月３０日 

大和市長 古谷田  力  

  

－2－



 

 

議案第１号 

   大和市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する 

条例の一部を改正する条例について 

大和市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する条例の一

部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２６日提出 

大和市長 古谷田  力   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 この条例を提出したのは、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律等の一部を改正する法律（令和５年法律第４８号）が公布されたことに伴

い、所要の改正を行いたい必要による。  

－3－



 

 

大和市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する 

条例の一部を改正する条例 

大和市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する条例（平

成２７年大和市条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

第４条第１項中「番号法別表第２の第２欄に掲げる事務」を「特定個人番号利用事務」

に改め、同条第３項中「番号法別表第２の第２欄に掲げる事務」を「特定個人番号利用事

務」に、「同表第４欄に掲げる特定個人情報」を「利用特定個人情報」に改め、同項ただ

し書中「特定個人情報」を「利用特定個人情報」に改める。 

附 則 

この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律等の一部を改正する法律（令和５年法律第４８号）附則第１条本文の政令で定める日か

ら施行する。 

  

－4－



 

 

議案第２号 

大和市会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部 

を改正する条例について 

大和市会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正す

る条例を次のように定める。 

令和６年２月２６日提出 

大和市長 古谷田  力   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

この条例を提出したのは、地方自治法の一部を改正する法律（令和５年法律第１９号）

が公布されたことに伴い、会計年度任用職員の勤勉手当の新設を行いたい必要による。 

－5－



 

 

大和市会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部 

を改正する条例 

大和市会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例（令和元年大和市

条例第４号）の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

大和市会計年度任用職員の報酬等に関する条例 

第１条及び第２条中「及び期末手当」を「、期末手当及び勤勉手当」に改める。 

第１４条を第１５条とし、第１１条から第１３条までを１条ずつ繰り下げ、第１０条の

次に次の１条を加える。 

（勤勉手当） 

第１１条 給与条例第２３条（第２項第２号及び第４項を除く。）の規定は、規則で定め

る基準を満たす会計年度任用職員に対する勤勉手当について準用する。この場合におい

て、同条第３項中「給料の月額（育児短時間勤務職員等にあっては、給料の月額を算出

率で除して得た額）及びこれに対する地域手当の月額の合計額」とあるのは、「規則で

定める報酬の額」と読み替えるものとする。 

２ 前項に定めるもののほか、勤勉手当の支給等に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（大和市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

２ 大和市職員の育児休業等に関する条例（平成４年大和市条例第４号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第７条第２項中「（地方公務員法第２２条の２第１項第１号に掲げる会計年度任用職

員を除く。）」を削る。 

  

－6－



 

 

議案第３号 

   大和市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について 

大和市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２６日提出 

大和市長 古谷田  力   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

この条例を提出したのは、国家公務員の給与改定に準じて本市職員の在宅勤務等手当

の新設等を行いたい必要による。 

－7－



 

 

大和市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

大和市一般職の職員の給与に関する条例（昭和２９年大和市条例第１号）の一部を次の

ように改正する。 

第２条中「通勤手当」の次に「、在宅勤務等手当」を、「管理職手当」の次に「、管理

職員特別勤務手当」を加える。 

第１５条第３項第２号中「（」の次に「第１５条の２第１項の規定により在宅勤務等手

当を支給される職員並びに」を加え、「のうち、」を「（」に改め、「定める職員」の次に「に

限る。）」を加え、同条の次に次の１条を加える。 

（在宅勤務等手当） 

第１５条の２ 住居その他これに準ずるものとして規則で定める場所において、正規の

勤務時間（休暇により勤務しない時間その他規則で定める時間を除く。）の全部を勤務

することを、規則で定める期間以上の期間について１か月当たり平均１０日を超えて命

ぜられた職員には在宅勤務等手当を支給する。 

２ 在宅勤務等手当の月額は、３，０００円とする。 

３ 前２項に規定するもののほか、在宅勤務等手当の支給に関し必要な事項は、規則で定

める。 

第２５条第１項中「及び管理職手当」を「、管理職手当及び管理職員特別勤務手当」に

改め、同条第２項中「及び通勤手当」を「、通勤手当及び在宅勤務等手当」に改める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

  

－8－



 

 

議案第４号 

   大和市一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例につ 

いて 

大和市一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例を次のように

定める。 

  令和６年２月２６日提出 

                          大和市長 古谷田  力   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 この条例を提出したのは、夜間看護等手当及び救急勤務医手当の改正等を行いたい必

要による。 

－9－



 

 

大和市一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

大和市一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和３６年大和市条例第１７号）の

一部を次のように改正する。 

第２条第１２号を次のように改める。 

(12) 夜間医療・看護等手当 

第９条第１項及び第４項第５号中「医師」の次に「及び歯科医師」を加える。 

第１１条第１項中「の休日」の次に「（以下これらの休日を「休日等」と総称する。）」

を加える。 

第１４条の見出しを「（夜間医療・看護等手当）」に改め、同条第１項中「夜間看護等手

当」を「夜間医療・看護等手当」に改め、「勤務する」の次に「医師、」を、「行われる」

の次に「医療、」を加え、同条第２項中「次に掲げる」を「その勤務１回につき、次の各

号に掲げる者の区分に応じ、当該各号に定める」に改め、同項第２号中「 勤務１回につ

き」を削り、同号を同項第３号とし、同項第１号中「准看護師」の次に「 次に掲げる場

合の区分に応じ、次に定める額」を加え、同号ア及びイ中「 勤務１回につき」を削り、

同号を同項第２号とし、同項に第１号として次の１号を加える。 

(1) 医師 次に掲げる場合の区分に応じ、次に定める額 

ア 正規の勤務時間のうち深夜に４時間以上従事した場合 １２，０００円 

イ 正規の勤務時間のうち深夜に４時間未満従事した場合 ６，０００円 

第１４条第３項中「前項第１号の規定を」を「前項第２号の規定を」に、「前項第１号

の規定に」を「同号の規定に」に改める。 

第１５条第１項第１号を次のように改める。 

(1) 月曜日から金曜日まで（休日等を除く。）の午前８時３０分から午後５時（午後５

時から引き続き勤務を命ぜられた場合にあっては、当該勤務時間の終了時刻）まで以

外の時間帯（以下「特定時間帯」という。）に行った救急診療業務（第３号に掲げる

業務を除く。） 

第１５条第１項第２号中「宿日直勤務における」を削り、「診療業務」を「次に掲げる

業務」に改め、同号に次のように加える。 

ア 特定時間帯に行う初期診療業務 

イ 当該患者の主治医となって行う診療業務 

第１５条第１項第３号中「含む。）」の次に「及び宿日直時間」を加え、「前２号に掲げ

－10－



 

 

る業務及び」を削り、同項に次の１号を加える。 

(4) 救急車で搬送された救急の外来患者に対し、特定時間帯に行う診療業務 

第１５条第２項各号列記以外の部分中「に掲げる」を「の各号に掲げる業務の区分に応

じ、当該各号に定める」に改め、同項第１号中「宿日直勤務」を「勤務」に、「１５，０００

円」を「１２，０００円」に改め、同項第２号中「前項第２号」を「前項第２号ア又はイ」

に、「５，０００円」を「２，５００円」に改め、同項第３号中「１０，０００円」を

「７，５００円」に改め、同項に次の１号を加える。 

(4) 前項第４号に掲げる業務 業務１回につき ２，５００円 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第１４条の規定は、施行日以後に開始する正規の勤務時間による医療、看護

等の業務について適用する。 

３ 施行日前に宿日直勤務を開始した医師の救急勤務医手当については、なお従前の例

による。 

  

－11－



  



 

 

議案第５号 

   大和市市税条例の一部を改正する条例について 

大和市市税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２６日提出 

大和市長 古谷田  力   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

この条例を提出したのは、地方税法等の一部を改正する法律（令和５年法律第１号）

等が施行されたことに伴い、所要の改正を行いたい必要による。 

－13－



 

 

大和市市税条例の一部を改正する条例 

大和市市税条例（平成２年大和市条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

附則第１３項第３号及び同項第４号中「附則第１５条第２６項第１号」を「附則第１５

条第２５項第１号」に改め、同項第５号及び同項第６号中「附則第１５条第２６項第２号」

を「附則第１５条第２５項第２号」に改め、同項第７号中「附則第１５条第２６項第３号」

を「附則第１５条第２５項第３号」に改め、同項第８号中「附則第１５条第３３項」を「附

則第１５条第３２項」に改め、同項第９号中「附則第１５条第３４項」を「附則第１５条

第３３項」に改め、同項第１０号中「附則第１５条第４３項」を「附則第１５条第４２項」

に改め、同項第１２号を次のように改める。 

(12) 法附則第１５条の９の３第１項 ２分の１ 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

２ 令和３年４月１日から令和５年３月３１日までの期間（以下この項において「適用期

間」という。）内に地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）附則第１

条第４号の規定による改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）附則第６４条に規

定する中小事業者等（以下この項において「中小事業者等」という。）が取得（同条に

規定する取得をいう。以下この項において同じ。）をした同条に規定する特例対象資産

（以下この項において「特例対象資産」という。）（中小事業者等が、同条に規定するリ

ース取引（以下この項において「リース取引」という。）に係る契約により特例対象資

産を引き渡して使用させる事業を行うものが適用期間内に取得をした同条に規定する

先端設備等に該当する特例対象資産を、適用期間内にリース取引により引き渡しを受

けた場合における当該特例対象資産を含む。）に対して課する固定資産税については、

なお従前の例による。 

  

－14－



 

 

議案第６号 

   大和市市営住宅条例の一部を改正する条例について 

大和市市営住宅条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２６日提出 

大和市長 古谷田  力   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

この条例を提出したのは、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律

の一部を改正する法律（令和５年法律第３０号）が公布されたことに伴い、所要の改正

を行いたい必要による。 

－15－



 

 

大和市市営住宅条例の一部を改正する条例 

大和市市営住宅条例（平成９年大和市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

第６条第２項第８号イ中「第１０条第１項」の次に「又は第１０条の２」を加える。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

  

－16－



 

 

議案第７号 

   大和市障害福祉センター松風園条例の一部を改正する条例について 

大和市障害福祉センター松風園条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年２月２６日提出 

                          大和市長 古谷田  力   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 この条例を提出したのは、大和市障害福祉センター松風園の指定管理者の候補者の選

定基準の改正等を行いたい必要による。 
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大和市障害福祉センター松風園条例の一部を改正する条例 

大和市障害福祉センター松風園条例（昭和５２年大和市条例第１０号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第９条第１号中「社会福祉法人を設立しようとするもの」を「これと同等の業務運営能

力を有すると市長が認める法人その他の団体」に改める。 

第１２条第１項中「社会福祉法人に対して」を「被選定団体について、法第２４４条の

２第６項の議決を経た後、」に改める。 

別表福祉型児童発達支援センターの項中「福祉型児童発達支援センター」を「児童発達

支援センター」に改め、同表事業の欄を次のように改める。 

事業 

児童福祉法第４３条に規定する児童発達支援センターが行う事業 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第７項に規定

する生活介護を行う事業 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第８号 

   大和市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について 

大和市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２６日提出 

大和市長 古谷田  力   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 この条例を提出したのは、保険税率の改定等を行いたい必要による。 
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大和市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

大和市国民健康保険税条例（昭和２７年大和町条例第６号）の一部を次のように改正す

る。 

第３条第１項中「５．９５」を「７．８０」に改める。 

第４条中「１９，２００円」を「２４，６００円」に改める。 

第５条第１号中「１９，８００円」を「２５，２００円」に改め、同条第２号中

「９，９００円」を「１２，６００円」に改め、同条第３号中「１４，８５０円」を

「１８，９００円」に改める。 

第６条中「２．２０」を「２．９５」に改める。 

第７条中「７，２００円」を「１０，２００円」に改める。 

第８条第１号中「７，８００円」を「１０，２００円」に改め、同条第２号中「３，９００

円」を「５，１００円」に改め、同条第３号中「５，８５０円」を「７，６５０円」に

改める。 

第９条中「１．３０」を「２．７０」に改める。 

第１０条中「７，２００円」を「１２，６００円」に改める。 

第１１条中「４，８００円」を「９，０００円」に改める。 

第２３条第１項第１号ア中「１３，４４０円」を「１７，２２０円」に改め、同号イ（ア）

中「１３，８６０円」を「１７，６４０円」に改め、同号イ（イ）中「６，９３０円」

を「８，８２０円」に改め、同号イ（ウ）中「１０，３９５円」を「１３，２３０円」に

改め、同号ウ中「５，０４０円」を「７，１４０円」に改め、同号エ（ア）中「５，４６０

円」を「７，１４０円」に改め、同号エ（イ）中「２，７３０円」を「３，５７０円」

に改め、同号エ（ウ）中「４，０９５円」を「５，３５５円」に改め、同号オ中「５，０４０

円」を「８，８２０円」に改め、同号カ中「３，３６０円」を「６，３００円」に改め、

同項第２号ア中「９，６００円」を「１２，３００円」に改め、同号イ（ア）中「９，９００

円」を「１２，６００円」に改め、同号イ（イ）中「４，９５０円」を「６，３００円」

に改め、同号イ（ウ）中「７，４２５円」を「９，４５０円」に改め、同号ウ中「３，６００

円」を「５，１００円」に改め、同号エ（ア）中「３，９００円」を「５，１００円」に

改め、同号エ（イ）中「１，９５０円」を「２，５５０円」に改め、同号エ（ウ）中

「２，９２５円」を「３，８２５円」に改め、同号オ中「３，６００円」を「６，３００円」

に改め、同号カ中「２，４００円」を「４，５００円」に改め、同項第３号ア中「３，８４０
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円」を「４，９２０円」に改め、同号イ（ア）中「３，９６０円」を「５，０４０円」に

改め、同号イ（イ）中「１，９８０円」を「２，５２０円」に改め、同号イ（ウ）中

「２，９７０円」を「３，７８０円」に改め、同号ウ中「１，４４０円」を「２，０４０円」

に改め、同号エ（ア）中「１，５６０円」を「２，０４０円」に改め、同号エ（イ）中

「７８０円」を「１，０２０円」に改め、同号エ（ウ）中「１，１７０円」を「１，５３０

円」に改め、同号オ中「１，４４０円」を「２，５２０円」に改め、同号カ中「９６０

円」を「１，８００円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の大和市国民健康保険税条例の規定は、令和６年度分以後の国

民健康保険税について適用し、令和５年度分までの国民健康保険税については、なお従

前の例による。 
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議案第９号 

   大和市介護保険条例の一部を改正する条例について 

大和市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２６日提出 

大和市長 古谷田  力   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

この条例を提出したのは、保険料率の改定等を行いたい必要による。 
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大和市介護保険条例の一部を改正する条例 

大和市介護保険条例（平成１２年大和市条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

第２条中「おける用語の意義」を「おいて使用する用語」に改め、「）」の次に「におい

て使用する用語」を加える。 

第６条第１項中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から令和８年度」に改

め、同項第１号及び第２号中「３５，００９円」を「３５,４０８円」に改め、同項第３

号中「４９，０１３円」を「５３，３０６円」に改め、同項第４号中「５２，５１４円」

を「５３，６９５円」に改め、同項第５号中「６３，０１７円」を「７０，０３８円」

に改め、同項第６号中「７０，０１９円」を「７７，８２０円」に改め、同項第７号中

「７７，０２０円」を「８５，６０２円」に改め、同号イ中「又は第１５号イ」を「、第

１５号イ、第１６号イ、第１７号イ、第１８号イ又は第１９号イ」に改め、同項第８号

中「８４，０２２円」を「９３，３８４円」に改め、同号ア中「２，０００，０００円」

を「２，１００，０００円」に改め、同号イ中「又は第１５号イ」を「、第１５号イ、第１６

号イ、第１７号イ、第１８号イ又は第１９号イ」に改め、同項第９号中「１０５，０２８円」

を「１１６，７３０円」に改め、同号ア中「２，０００，０００円以上３，０００，０００

円」を「２，１００，０００円以上３，２００，０００円」に改め、同号イ中「又は第

１５号イ」を「、第１５号イ、第１６号イ、第１７号イ、第１８号イ又は第１９号イ」

に改め、同項第１０号中「１１５，５３１円」を「１３２，２９４円」に改め、同号ア

中「３，０００，０００円以上４，０００，０００円」を「３，２００，０００円以上

４，２００，０００円」に改め、同号イ中「又は第１５号イ」を「、第１５号イ、第１６

号イ、第１７号イ、第１８号イ又は第１９号イ」に改め、同項第１１号中「１２２，５３３円」

を「１４７，８５８円」に改め、同号ア中「４，０００，０００円以上６，０００，０００円」

を「４，２００，０００円以上５，２００，０００円」に改め、同号イ中「又は第１５

号イ」を「、第１５号イ、第１６号イ、第１７号イ、第１８号イ又は第１９号イ」に改

め、同項第１２号中「１４３，５３８円」を「１６３，４２２円」に改め、同号ア中

「６，０００，０００円以上８，０００，０００円」を「５，２００，０００円以上

６，２００，０００円」に改め、同号イ中「又は第１５号イ」を「、第１５号イ、第１６号

イ、第１７号イ、第１８号イ又は第１９号イ」に改め、同項第１３号中「１５４，０４１円」

を「１７８，９８６円」に改め、同号ア中「８，０００，０００円以上１０，０００，０００

円」を「６，２００，０００円以上７，２００，０００円」に改め、同号イ中「又は第
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１５号イ」を「、第１５号イ、第１６号イ、第１７号イ、第１８号イ又は第１９号イ」

に改め、同項第１４号中「１６４，５４４円」を「１８６，７６８円」に改め、同号ア

中「１０，０００，０００円以上１５，０００，０００円」を「７，２００，０００円以

上８，０００，０００円」に改め、同号イ中「又は次号イ」を「、次号イ、第１６号イ、

第１７号イ、第１８号イ又は第１９号イ」に改め、同項第１５号中「１７８，５４８円」を

「２１０，１１４円」に改め、同号ア中「１５，０００，０００円以上２５，０００，０００

円」を「８，０００，０００円以上１０，０００，０００円」に改め、同号イ中「部分

を除く。）」の次に「、次号イ、第１７号イ、第１８号イ又は第１９号イ」を加え、同項

第１６号中「２１０，０５７円」を「４０４，６６４円」に改め、同号を同項第２０号と

し、同項第１５号の次に次の４号を加える。 

(16) 次のいずれかに該当する者 ２４１，２４２円 

ア 合計所得金額が１０，０００，０００円以上１５，０００，０００円未満であり、

かつ、前各号のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額を

適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ

（（１）に係る部分を除く。）、次号イ、第１８号イ又は第１９号イに該当する者を

除く。） 

(17) 次のいずれかに該当する者 ２８０，１５２円 

ア 合計所得金額が１５，０００，０００円以上２０，０００，０００円未満であり、

かつ、前各号のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額を

適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ

（（１）に係る部分を除く。）、次号イ又は第１９号イに該当する者を除く。） 

(18) 次のいずれかに該当する者 ２９９，６０７円 

ア 合計所得金額が２０，０００，０００円以上２５，０００，０００円未満であり、

かつ、前各号のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額を

適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ

（（１）に係る部分を除く。）又は次号イに該当する者を除く。） 

(19) 次のいずれかに該当する者 ３３４，６２６円 
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ア 合計所得金額が２５，０００，０００円以上３５，０００，０００円未満であり、

かつ、前各号のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額を

適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ

（（１）に係る部分を除く。）に該当する者を除く。） 

第６条第２項中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から令和８年度」に、

「２１，００６円」を「２２，１７９円」に改め、同条第３項中「令和３年度から令和５

年度」を「令和６年度から令和８年度」に、「３１，５０９円」を「３７，７４２円」に

改め、同条第４項中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から令和８年度」に、

「４９，０１４円」を「５３，３０６円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の第６条の規定は、令和６年度分以後の保険料について適用

し、令和５年度分までの保険料については、なお従前の例による。 

  

－26－



 

 

議案第１０号 

   大和市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例について 

大和市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２６日提出 

大和市長 古谷田  力   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

この条例を提出したのは、分べん介助料等の改定、無痛分べん加算料の新設等を行い

たい必要による。 
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   大和市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

大和市病院事業の設置等に関する条例（昭和４１年大和市条例第４２号）の一部を次の

ように改正する。 

第１０条中「第２４３条の２第８項」を「第２４３条の２の８第８項」に改める。 

別表第１、１ 使用料の表分べん介助料の項中「８０，０００円」を「１００，０００円」に、

「１２０，０００円」を「１５０，０００円」に改め、同項の次に次のように加える。 

無痛分べん加算料 １件につき １５０，０００円

別表第１、１ 使用料の表新生児介補料の項中「５，０００円」を「６，２５０円」に改

める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例中第１０条の改正規定及び別表第１、１ 使用料の表分べん介助料の項の次

に１項を加える改正規定は令和６年４月１日から、その他の改正規定は同年７月１日か

ら施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の大和市病院事業の設置等に関する条例（以下「新条例」とい

う。）別表第１、１ 使用料の表無痛分べん加算料の項の規定は、令和６年４月１日以後に

出産した分べんについて適用する。 

３ 新条例別表第１、１ 使用料の表分べん介助料の項の規定は、令和６年７月１日以後に出

産した分べんについて適用し、同日前に出産した分べんについては、なお従前の例によ

る。 
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議案第１１号 

   大和市建築基準条例の一部を改正する条例について 

 大和市建築基準条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２６日提出 

大和市長 古谷田  力   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

この条例を提出したのは、脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費

性能の向上に関する法律等の一部を改正する法律（令和４年法律第６９号）が公布され

たこと等に伴い、所要の改正を行いたい必要による。 
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大和市建築基準条例の一部を改正する条例 

大和市建築基準条例（平成１２年大和市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

第１２条第１項中「第１１０条第２号」を「第１０７条各号又は第１０８条の４第１項

第１号イ及びロ」に改める。 

第５０条第１項中「主要構造部」を「特定主要構造部」に、「第１０８条の３第１項第

１号」を「第１０８条の４第１項第１号」に改め、同条第２項中「主要構造部」を「特定

主要構造部」に、「第１０８条の３第１項第１号」を「第１０８条の４第１項第１号」に、

「第１０８条の３第１項第２号」を「第１０８条の４第１項第２号」に改める。 

第５５条中第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２ 法第３条第２項の規定により、第８条の規定の適用を受けない建築物、建築物の敷地

又は建築物若しくはその敷地の部分に係る増築又は改築をする場合は、当該増築又は改

築をする部分以外の部分に対しては、当該規定は適用しない。 

別表第５８号中「第８７条の３第５項」を「第８７条の３第６項」に改め、同表第５９

号中「第８７条の３第６項」を「第８７条の３第７項」に改める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第１２号 

大和市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正す 

る条例について 

大和市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例を

次のように定める。 

令和６年２月２６日提出 

大和市長 古谷田  力   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

この条例を提出したのは、大和都市計画中央森林東側地区地区計画の区域内における

建築物の制限に係る改正を行いたい必要による。 
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大和市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正す 

る条例 

大和市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成６年大和市条例第

６号）の一部を次のように改正する。 

別表第１に次のように加える。 

中央森林東側地区地

区整備計画区域 

都市計画法第２０条第１項の規定により告示された中央森林

東側地区地区計画において地区整備計画が定められた区域 

別表第２に次のように加える。 

中央森林東側地区地

区整備計画区域 

 

Ａ地区 (1) 神社、寺院、教会その他これらに類するもの 

(2) 公衆浴場 

(3) ボーリング場、スケート場、水泳場、スキー場、

ゴルフ練習場又はバッティング練習場 

(4) マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票

券発売所、場外車券売場その他これらに類するもの

(5) カラオケボックスその他これに類するもの 

(6) ホテル又は旅館 

(7) 自動車教習所 

(8) 床面積の合計が１５平方メートルを超える畜舎

(9) 自動車車庫（建築物に附属するものを除く。） 

(10) 倉庫で、その用途に供する部分の床面積の合

計が１,０００平方メートルを超えるもの 

(11) 公会堂又は集会場 

(12) 展示場 

(13) 共同住宅又は長屋のうち住戸の部分の床面積が

２５平方メートル以下のもの 

(14) 病院 

(15) 法別表第２（に）項第２号に掲げる工場 

(16) 店舗、飲食店その他これらに類するもので、そ

の用途に供する部分の床面積の合計が５００平方

メートルを超えるもの又は３階以上の部分をその

用途に供するもの 

(17) 事務所で、その用途に供する部分の床面積の

合計が５００平方メートルを超えるもの又は３階

以上の部分をその用途に供するもの 

(18) 前各号に掲げる建築物以外で、床面積の合計

が１,０００平方メートルを超えるもの（優れた地域

環境の創出に特に寄与すると市長が認めたものを

除く。） 

Ｂ地区 (1) 神社、寺院、教会その他これらに類するもの 

(2) 公衆浴場 
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(3) ボーリング場、スケート場、水泳場、スキー場、

ゴルフ練習場又はバッティング練習場 

(4) マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票

券発売所、場外車券売場その他これらに類するもの

(5) カラオケボックスその他これに類するもの 

(6) ホテル又は旅館 

(7) 自動車教習所 

(8) 床面積の合計が１５平方メートルを超える畜舎

(9) 自動車車庫（建築物に附属するものを除く。） 

(10) 倉庫で、その用途に供する部分の床面積の合

計が１，０００平方メートルを超えるもの 

(11) 公会堂又は集会場 

(12) 展示場 

(13) 共同住宅又は長屋のうち住戸の部分の床面積が

２５平方メートル以下のもの 

(14) 店舗、飲食店その他これらに類するもので、そ

の用途に供する部分の床面積の合計が３,０００平

方メートルを超えるもの 

(15) 前各号に掲げる建築物以外で、床面積の合計

が１,０００平方メートルを超えるもの（優れた地域

環境の創出に特に寄与すると市長が認めたものを

除く。） 

 

Ｃ地区 (1) 神社、寺院、教会その他これらに類するもの 

(2) 公衆浴場 

(3) ボーリング場、スケート場、水泳場、スキー場、

ゴルフ練習場又はバッティング練習場 

(4) マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票

券発売所、場外車券売場その他これらに類するもの

(5) カラオケボックスその他これに類するもの 

(6) ホテル又は旅館 

(7) 自動車教習所 

(8) 床面積の合計が１５平方メートルを超える畜舎

(9) 自動車車庫（建築物に附属するものを除く。） 

(10) 倉庫で、その用途に供する部分の床面積の合

計が１,０００平方メートルを超えるもの 

(11) 公会堂又は集会場 

(12) 展示場 

(13) 共同住宅又は長屋のうち住戸の部分の床面積が

２５平方メートル以下のもの 

(14) 前各号に掲げる建築物以外で、床面積の合計

が１,０００平方メートルを超えるもの（優れた地域

環境の創出に特に寄与すると市長が認めたものを

除く。） 

別表第３に次のように加える。 
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中央森林東側地区地

区整備計画区域 

Ａ地区

及びＢ

地区 

１２０平方メートル（都市計画法第１２条の５第２

項第１号イに掲げる道路（以下「地区施設道路」と

いう。）により、敷地面積が減少し、適合しなくなる

ものは除く。） 

Ｃ地区 ５００平方メートル（地区施設道路により、敷地面

積が減少し、適合しなくなるものは除く。） 

別表第４に次のように加える。 

中央森林東側地区地

区整備計画区域 

Ａ地区

及びＢ

地区 

外壁等の面から道路境界線（隅切り部分を除き、地

区施設道路にあっては、当該道路の境界線をいう。

以下同じ。）までの距離にあっては、０．７５メート

ル（敷地面積が１２０平方メートル未満を除く。）、

隣地境界線までの距離にあっては、０．５メートル。

ただし、建築物の部分が次の各号のいずれかに該当

する場合は、この限りでない。 

(1) 外壁等の中心線の長さの合計が３メートル以

下であるもの 

(2) 物置その他これに類する用途（自動車車庫は除

く。）に供し、軒の高さが２．３メートル以下で、か

つ、床面積の合計が５平方メートル以内であるもの

(3) 自動車車庫の用途に供し、軒の高さが２．６メー

トル以下であるもの 

Ｃ地区 外壁等の面から道路境界線及び隣地境界線までの

距離にあっては、３メートル（敷地面積が５,０００

平方メートル未満の敷地にあっては、道路境界線まで

の距離にあっては、０．７５メートル、隣地境界線ま

での距離にあっては、０．５メートル）。ただし、建

築物の部分が次の各号のいずれかに該当する場合

は、この限りでない。 

(1) 外壁等の中心線の長さの合計が３メートル以

下であるもの 

(2) 物置その他これに類する用途（自動車車庫は除

く。）に供し、軒の高さが２．３メートル以下で、か

つ、床面積の合計が５平方メートル以内であるもの

(3) 自動車車庫の用途に供し、軒の高さが２．６メー

トル以下であるもの 

別表第５に次のように加える。 

中央森林東側地区地

区整備計画区域 

全地区 地盤面から３１メートル 

附 則 

この条例は、大和都市計画中央森林東側地区地区計画に係る都市計画法（昭和４３年法

律第１００号）第２０条第１項の規定による告示の日から施行する。 
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議案第１３号 

権利の放棄について 

本市は、次のとおり権利を放棄する。 

１ 権利の内容  市営住宅の家賃等に係る債権 

２ 債 権 金 額  １，８０１，５００円 

３ 債 務 者  市内在住者 

４ 放棄の理由   

  令和元年６月３日に債務者が死亡し、同年７月１１日に相続人が相続を放棄し、令

和３年９月２７日に破産法（平成１６年法律第７５号）第２５２条第１項の規定によ

り連帯保証人について免責許可の決定がなされたことで、当該債権の回収が不可能と 

なったため。 

令和６年２月２６日提出 

大和市長 古谷田  力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 市営住宅の家賃等に係る債権を放棄したい必要による。 
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